
（別紙） 

 平成 13 年７月５日付課法３－57ほか 11課共同「法人課税関係の申請、届出等の様式の制定について」（法令解釈通達）のうち、次表の「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」欄に掲げるように改正する。 

（注）下線を付した部分が改正部分である。 

改 正 後 改 正 前 

（24 法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） （24 法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） 

 （同 左） 



改 正 後 改 正 前 

（24 法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） （24 法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） 



改 正 後 改 正 前 

（24 法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） （24 法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） 

 （同 左） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に  

税 務 署 長 に 対 し て 異 議 申 立 て 又 は 国 税 不 服 審 判 所 長 （ 提 出 先 は 、     

国 税不服審判所首席国税 審判官）に対して審査 請求をす ることがで きます。 

○ 異議申立て（法定の異議申立期間経過後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。 

【取消しの訴えについて】 

○ 審査請求について裁決があった場合において、当該裁決を経た後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、裁判所に対して処分の取消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○ 取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。  

○ 取消訴訟は、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年を経過したときは、提起することができま

せん。 

○ 取消訴訟は､審査請求に対する 裁決を経た後で なければ提起する ことができません

が、次のいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ずして訴訟を提起す

ることができます。 

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起した方が、その訴訟の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審査請求についての裁決を経ることにより生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他その決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 



改 正 後 改 正 前 

（24 法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） （24 法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） 

 （同 左） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に 

税務署長に対して異議申立てをすることができます。 

○ 異議申立て（法定の異議申立期間経過 後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異 議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以 内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。 

○ なお、異議申立てをしないで、審査請 求をすることについて正当な理由があるとき

は、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に国税不服審判所長（提出先は、 

      国税不服審判所首席国税審判官）に対して審査請求をすることができます。 

【取消しの訴えについて】 

○ 審査請求について裁決があった場合に おいて、当該裁決を経た後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、 裁判所に対して処分の取消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○ 取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○ 取消訴訟は、裁決があったことを知っ た日の翌日から起算して６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年 を経過したときは、提起することができま

せん。 

○ 取消訴 訟は､審 査請求に対す る裁決を 経た後でなけ れば提起 することがで きません

が、次のいずれかに該当するときは、審査 請求に対する裁決を経ずして訴訟を提起す

ることができます。

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起し た方 が、その訴訟の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又 は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審 査請求についての裁決を経ることにより生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他その決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 



改 正 後 改 正 前 

（24 法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） （24 法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） 

 （同 左） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に 

国 税 局 長 に 対 し て 異 議 申 立 て 又 は 国 税 不 服 審 判 所 長 （ 提 出 先 は 、    

国税不服審判所首席国税審判官）に対して審査請求をすることができます。 

○  異議申立て（法定の異議申立期間経過 後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異 議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以 内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。 

【取消しの訴えについて】 

○ 審査請求について裁決があった場合に おいて、当該裁決を経た後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、 裁判所に対して処分の取消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○  取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○  取消訴訟は、裁決があったことを知っ た日の翌日から起算して６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年 を経過したときは、提起することができま

せん。 

○  取消訴 訟は､審 査請求に対す る裁決を 経た後でなけ れば提起 することがで きません

が、次のいずれかに該当するときは、審査 請求に対する裁決を経ずして訴訟を提起す

ることができます。 

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起し た方 が、その訴訟の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又 は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審査請 求についての裁決を経ることにより生ずる

著 しい損害を避けるため緊急の必 要があるとき、その他その決定又は 裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 



改 正 後 改 正 前 

（24 法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） （24 法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） 

 （同 左） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に 

国税局長に対して異議申立てをすることができます。 

○ 異議申立て（法定の異議申立期間経過 後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異 議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以 内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。  

○ なお、異議申立てをしないで、審査請求をすることについて正 当な理由があるとき

は、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に国税不服審判所長（提出先は、  

      国税不服審判所首席国税審判官）に対して審査請求をすることができます。 

【取消しの訴えについて】 

○ 審査請求について裁決があった場合において、当該裁決を経た 後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、裁判所に対して処分の取 消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○ 取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○ 取消訴訟は、裁決があったことを知った日の翌日から起算して ６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年を経過したときは、提起 することができま

せん。 

○ 取消訴 訟は､審査 請求に対す る裁決を経た 後でなけれ ば提起する ことができま せん

が、次のいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ず して訴訟を提起す

ることができます。

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起した方が、その訴訟 の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審査請求についての裁決を経 ることにより生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他その決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 



改 正 後 改 正 前 

（25 清算中の各事業年度・清算所得の法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） （25 清算中の各事業年度・清算所得の法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） 

 （同 左） 



改 正 後 改 正 前 

（25 清算中の各事業年度・清算所得の法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） （25 清算中の各事業年度・清算所得の法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） 



改 正 後 改 正 前 

（25 清算中の各事業年度・清算所得の法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） （25 清算中の各事業年度・清算所得の法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） 

 （同 左） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】  

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に 

税 務 署 長 に 対 し て 異 議 申 立 て 又 は 国 税 不 服 審 判 所 長 （ 提 出 先 は 、     

国 税不服審判所首席国税 審判官）に対して審査 請求をす ることがで きます。 

○ 異議申立て（法定の異議申立期間経過後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。 

【取消しの訴えについて】  

○ 審査請求について裁決があった場合において、当該裁決を経た後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、裁判所に対して処分の取消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○ 取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○ 取消訴訟は、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年を経過したときは、提起することができま

せん。 

○ 取消訴訟は､審査請求に対する 裁決を経た後で なければ提起する ことができません

が、次のいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ずして訴訟を提起す

ることができます。 

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起した方が、その訴訟の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審査請求についての裁決を経ることにより生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他その決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 



改 正 後 改 正 前 

（25 清算中の各事業年度・清算所得の法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） （25 清算中の各事業年度・清算所得の法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） 

 （同 左） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に 

税務署長に対して異議申立てをすることができます。 

○ 異議申立て（法定の異議申立期間経過 後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異 議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以 内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。  

○ なお、異議申立てをしないで、審査請 求をすることについて正当な理由があるとき

は、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に国税不服審判所長（提出先は、  

      国税不服審判所首席国税審判官）に対して審査請求をすることができます。 

【取消しの訴えについて】 

○ 審査請求について裁決があった場合に おいて、当該裁決を経た後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、 裁判所に対して処分の取消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○ 取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○ 取消訴訟は、裁決があったことを知っ た日の翌日から起算して６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年 を経過したときは、提起することができま

せん。 

○ 取消訴 訟は､審 査請求に対す る裁決を 経た後でなけ れば提起 することがで きません

が、次のいずれかに該当するときは、審査 請求に対する裁決を経ずして訴訟を提起す

ることができます。

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起し た方 が、その訴訟の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又 は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審 査請求についての裁決を経ることにより生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他その決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 



改 正 後 改 正 前 

（25 清算中の各事業年度・清算所得の法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） （25 清算中の各事業年度・清算所得の法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） 

 （同 左） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に 

国 税 局 長 に 対 し て 異 議 申 立 て 又 は 国 税 不 服 審 判 所 長 （ 提 出 先 は 、    

国税不服審判所首席国税審判官）に対して審査請求をすることができます。 

○  異議申立て（法定の異議申立期間経過 後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異 議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以 内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。 

【取消しの訴えについて】 

○ 審査請求について裁決があった場合に おいて、当該裁決を経た後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、 裁判所に対して処分の取消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○  取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○  取消訴訟は、裁決があったことを知っ た日の翌日から起算して６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年 を経過したときは、提起することができま

せん。 

○  取消訴 訟は､審 査請求に対す る裁決を 経た後でなけ れば提起 することがで きません

が、次のいずれかに該当するときは、審査 請求に対する裁決を経ずして訴訟を提起す

ることができます。 

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起し た方 が、その訴訟の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又 は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審査請求に つい ての裁決を経ることにより生ずる

著 しい損害を避けるため緊急 の必要があるとき、その他そ の決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 



改 正 後 改 正 前 

（25 清算中の各事業年度・清算所得の法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） （25 清算中の各事業年度・清算所得の法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書） 

 （同 左） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に 

国税局長に対して異議申立てをすることができます。 

○ 異議申立て（法定の異議申立期間経過 後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異 議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以 内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。 

○ なお、異議申立てをしないで、審査請求をすることについて正 当な理由があるとき

は、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に国税不服審判所長（提出先は、  

      国税不服審判所首席国税審判官）に対して審査請求をすることができます。 

【取消しの訴えについて】 

○ 審査請求について裁決があった場合において、当該裁決を経た 後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、裁判所に対して処分の取 消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○ 取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○ 取消訴訟は、裁決があったことを知った日の翌日から起算して ６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年を経過したときは、提起 することができま

せん。 

○ 取消訴 訟は､審査 請求に対す る裁決を経た 後でなけれ ば提起する ことができま せん

が、次のいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ず して訴訟を提起す

ることができます。

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起した方が、その訴訟 の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審査請求についての裁決を経 ることにより生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他その決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 



改 正 後

（107 欠損金の繰戻しによる還付請求書

改 正 後

還付請求書） （107 欠損金の

改 正

の繰戻しによる還付請求書） 

前 



改 正 後

（107 欠損金の繰戻しによる還付請求書

改 正 後

還付請求書） （107 欠損金の

改 正

の繰戻しによる還付請求書） 

前 



改 正 後

（107 欠損金の繰戻しによる還付請求書

改 正 後

還付請求書） （107 欠損金の

改 正

の繰戻しによる還付請求書） 

前 



改 正 後 改 正 前 

（191 連結所得に対する法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正説明）） （191 連結所得に対する法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正説明）） 



改 正 後 改 正 前 

（191 連結所得に対する法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正説明）） （191 連結所得に対する法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正説明）） 

 （同 左） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に 

税 務 署 長 に 対 し て 異 議 申 立 て 又 は 国 税 不 服 審 判 所 長 （ 提 出 先 は 、 

国税不服審判所首席国税審判官）に対して審査請求をすることができます。 

○  異議申立て（法定の異議申立期間経過後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。 

【取消しの訴えについて】 

○ 審査請求について裁決があった場合において、当該裁決を経た後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、裁判所に対して処分の取消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○  取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○  取消訴訟は、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年を経過したときは、提起することができま

せん。 

○  取消訴訟は､審査請求に対する 裁決を経た後で なければ提起する ことができません

が、次のいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ずして訴訟を提起す

ることができます。 

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起した方が、その訴訟の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審査請求についての裁決を経ることにより生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他その決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 



改 正 後 改 正 前 

（191 連結所得に対する法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正説明）） （191 連結所得に対する法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正説明）） 

 （同 左） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に 

税務署長に対して異議申立てをすることができます。 

○  異議申立て（法定の異議申立期間経過 後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異 議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以 内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。 

○  なお、異議申立てをしないで、審査請 求をすることについて正当な理由があるとき

は、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に国税不服審判所長（提出先は、 

      国税不服審判所首席国税審判官）に対して審査請求をすることができます。 

【取消しの訴えについて】 

○ 審査請求について裁決があった場合に おいて、当該裁決を経た後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、 裁判所に対して処分の取消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○  取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○  取消訴訟は、裁決があったことを知っ た日の翌日から起算して６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年 を経過したときは、提起することができま

せん。 

○  取消訴 訟は､審 査請求に対す る裁決を 経た後でなけ れば提起 することがで きません

が、次のいずれかに該当するときは、審査 請求に対する裁決を経ずして訴訟を提起す

ることができます。

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起し た方 が、その訴訟の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又 は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審 査請求についての裁決を経ることにより生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他その決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 



改 正 後 改 正 前 

（191 連結所得に対する法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正説明）） （191 連結所得に対する法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正説明）） 

 （同 左） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に 

国 税 局 長 に 対 し て 異 議 申 立 て 又 は 国 税 不 服 審 判 所 長 （ 提 出 先 は 、    

国税不服審判所首席国税審判官）に対して審査請求をすることができます。 

○  異議申立て（法定の異議申立期間経過 後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異 議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以 内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。 

【取消しの訴えについて】 

○ 審査請求について裁決があった場合に おいて、当該裁決を経た後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、裁判所に対して処分の取消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○  取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○  取消訴訟は、裁決があったことを知っ た日の翌日から起算して６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年を経過したときは、提起することができま

せん。 

○  取消訴 訟は､審 査請求に対す る裁決を 経た後でなけ れば提起 することがで きません

が、次のいずれかに該当するときは、審査 請求に対する裁決を経ずして訴訟を提起す

ることができます。 

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起し た方 が、その訴訟の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又 は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審査請求に つい ての裁決を経ることにより生ずる

著しい 損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他 その決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 



改 正 後 改 正 前 

（191 連結所得に対する法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正説明）） （191 連結所得に対する法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正説明）） 

 （同 左） 

不服申立て等について 

【不服申立てについて】 

○ この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に 

国税局長に対して異議申立てをすることができます。 

○  異議申立て（法定の異議申立期間経過 後にされたものその他その申立てが適法にさ

れていないものを除きます。）についての決定があった場合において、当該決定を経た

後の処分になお不服があるときは、当該異 議申立てをした方は、異議決定書の謄本の

送達があった日の翌日から起算して１月以 内に国税不服審判所長に対して審査請求を

することができます。 

○  なお、異議申立てをしないで、審査請求をすることについて正 当な理由があるとき

は、この通知を受けた日の翌日から起算して２月以内に国税不服審判所長（提出先は、 

      国税不服審判所首席国税審判官）に対して審査請求をすることができます。 

【取消しの訴えについて】 

○ 審査請求について裁決があった場合において、当該裁決を経た 後の処分になお不服

があるときは、当該審査請求をした方は、裁判所に対して処分の取 消しの訴え（以下

「取消訴訟」といいます。）を提起することができます。 

○  取消訴訟の被告とすべき者は国（代表者 法務大臣）となります。 

○  取消訴訟は、裁決があったことを知った日の翌日から起算して ６月を経過したとき

又は当該裁決の日の翌日から起算して１年を経過したときは、提起 することができま

せん。 

○  取消訴 訟は､審査 請求に対す る裁決を経た 後でなけれ ば提起する ことができま せん

が、次のいずれかに該当するときは、審査請求に対する裁決を経ず して訴訟を提起す

ることができます。

(1) 審査請求がされた日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。 

(2) 更正決定等の取消しを求める訴えを提起した方が、その訴訟 の係属している間に

当該更正決定等に係る国税の課税標準等又は税額等についてされた他の更正決定等

の取消しを求めようとするとき。 

(3) 異議申立てについての決定又は審査請求についての裁決を経 ることにより生ずる

著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、その他その決定又は裁決を経ない

ことにつき正当な理由があるとき。 



改 正 後

（198 連結欠損金の繰戻しによる還付請求書

改 正 後

還付請求書） （198 連結欠損金

改 正

欠損金の繰戻しによる還付請求書） 

前 



改 正 後

（198 連結欠損金の繰戻しによる還付請求書

改 正 後

還付請求書） （198 連結欠損金

 （同 左） 

改 正

欠損金の繰戻しによる還付請求書） 

前 



改 正 後

（198 連結欠損金の繰戻しによる還付請求書

改 正 後

還付請求書） （198 連結欠損金

改 正

欠損金の繰戻しによる還付請求書） 

前 



改 正 後 改 正 前 

（202 復興特別法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正説明）） （202 復興特別法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正説明）） 



改 正 後 改 正 前 

（202 復興特別法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正説明）） （202 復興特別法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正説明）） 

 （同 左） 



改 正 後 改 正 前 

（202 復興特別法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正説明）） （202 復興特別法人税額等の  通知書及び加算税の賦課決定通知書（正説明）） 

 （同 左） 



改 正 後 改 正 前 

（234 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） （234 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） 

 （同 左） 



改 正 後 改 正 前 

（234 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） （234 源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） 



改 正 後

（234 源泉所得税及び復興特別所得税

改 正 後

復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） （234 源泉所得税及

（同 左） 

改 正

源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及

前 

加算税賦課決定通知書及び納税告知書） 



改 正 後

（234 源泉所得税及び復興特別所得税

改 正 後

復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） （234 源泉所得税及

 （同 左） 

改 正

源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及

前 

加算税賦課決定通知書及び納税告知書） 



改 正 後

（234 源泉所得税及び復興特別所得税

改 正 後

復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） （234 源泉所得税及

（同 左） 

改 正

源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及

前 

加算税賦課決定通知書及び納税告知書） 



改 正 後

（234 源泉所得税及び復興特別所得税

改 正 後

復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） （234 源泉所得税及

改 正

源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及

前 

加算税賦課決定通知書及び納税告知書） 



改 正 後

（234 源泉所得税及び復興特別所得税

改 正 後

復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及び納税告知書） （234 源泉所得税及

改 正

源泉所得税及び復興特別所得税の加算税賦課決定通知書及

前 

加算税賦課決定通知書及び納税告知書） 



改 正 後

（299-2 特典条項に関する付表（ニュージーランド

改 正 後

ニュージーランド）） （299-2 特典条項

 （新 設） 

改 正

特典条項に関する付表（ニュージーランド）） 

前 



改 正 後

（299-2 特典条項に関する付表（ニュージーランド

改 正 後

ニュージーランド）） （299-2 特典条項

 （新 設） 

改 正

特典条項に関する付表（ニュージーランド）） 

前 



改 正 後

（299-2 特典条項に関する付表（ニュージーランド

改 正 後

ニュージーランド）） （299-2 特典条項

 （新 設） 

改 正

特典条項に関する付表（ニュージーランド）） 

前 



改 正 後

（299-2 特典条項に関する付表（ニュージーランド

改 正 後

ニュージーランド）） （299-2 特典条項

 （新 設） 

改 正

特典条項に関する付表（ニュージーランド）） 

前 



改 正 後

（299-2 特典条項に関する付表（ニュージーランド

改 正 後

ニュージーランド）） （299-2 特典条項

 （新 設） 

改 正

特典条項に関する付表（ニュージーランド）） 

前 


